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第三期教育振興基本計画

テーマ１



１．教育振興基本計画とは？
テーマ１

教育振興基本計画は、わが国の教育の目的や理念を具体化する施策
を総合的、体系的に位置付けるための方向性を示したものです。
2018年から2022年度の計画を定めたものとして、第三期教育振興
基本計画が策定されました。これまでの計画を引き継ぐ形で、改正
教育基本法に規定する教育の目的である「（１ 人格の完成）」、
「平和で（２ 民主的）な国家及び社会の形成者として必要な資質
を備えた心身ともに健康な国民の育成」と、教育の目標を達成すべ
く、「（３ 教育立国）」の実現に向け更なる取組が求められてい
ます。



１．教育振興基本計画とは？
テーマ１

※教育基本法
第一条（教育の目的）
教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び
社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康
な国民の育成を期して行われなければならない。



２．我が国における今後の教育政策の方向性
テーマ１

●これまでの取り組みの成果
これまでの教育振興基本計画の成果として，初等中等教育段階においては，

（１ PISA（OECD生徒の学習到達度調査）2015），（２ TIMSS（国際数
学・理科教育動向調査）2015）において我が国が引き続き世界トップレベルで
あることや，（３ 全国学力・学習状況調査）において成績の低い県の成績も全
国平均に近づく状況が見られ，学力の底上げが図られていることが明らかになっ
ている。これらに加え，児童生徒の学習時間その他の学習状況においても，一定
の改善が見られる。さらに，幼稚園，小・中・高等学校における障害のある幼児
児童生徒に対する（４ 個別の指導計画）や（５ 個別の教育支援計画）の作成
率の向上，コミュニティ・スクールや地域学校協働本部の基盤となる学校支援地
域本部など学校と地域との組織的な連携・協働，学校施設の耐震化などにおいて
進展が見られる。



２．我が国における今後の教育政策の方向性
テーマ１

個別の指導計画
児童一人ひとりの指導目標や内容、方法等の手立てを各教科等全体にわたって考
慮し、児童生徒の障害に応じたきめ細かな指導を行うために作成されるもの。学
期ごとまたは年間の具体的な指導の目標、内容等を盛り込んだ指導計画として作
成されている。個別の指導計画は、個別の教育支援計画を踏まえて、より具体的
な指導の内容を盛り込んで作成される。

個別の教育支援計画
障害のある児童生徒の一人ひとりのニーズを正確に把握し、適切に対応していく
という考えのもと、乳幼児期から学校卒業後までを通じた長期的な視点で一貫し
た的確な教育的支援を行うことを目的として作成されるもの。



２．我が国における今後の教育政策の方向性
テーマ１

●これまでの取り組みの成果
大学等の高等教育段階においては，学生の主体的な学修活動を後

押しする学修環境整備や，「卒業認定・学位授与の方針」（ディプ
ロマ・ポリシー），「教育課程編成・実施の方針」（カリキュラ
ム・ポリシー）及び「入学者受入れの方針」（アドミッション・ポ
リシー）の三つの方針（以下「三つの方針」という。）の策定・公
表，全学的な教学システムの構築など，大学教育の質的転換に向け
た取組が進展するとともに，所得連動返還型奨学金制度・給付型奨
学金制度の創設など，学生の経済的支援の充実に向けた取組を進め
てきている。



３．社会の現状や2030年以降の変化等を踏まえ，取り組むべき課題

テーマ１

●社会状況の変化
2030年頃には，（１ 第４次産業革命）とも言われる，IoT や

ビッグデータ，AI 等をはじめとする技術革新が一層進展し，社会
や生活を大きく変えていく超スマート社会（Society 5.0）の到来
が予想されている。研究・開発・商品化から普及までのスピードも
加速化しているとの指摘もあり，次々に生み出される新しい知識や
アイデアが組織や国の競争力を大きく左右していくことが想定され
るなかで，我が国は（１ 第４次産業革命）への対応においてアメ
リカやドイツなどに遅れを取っているとの指摘もあり，取組の加速
が大きな課題となっている。



３．社会の現状や2030年以降の変化等を踏まえ，取り組むべき課題

テーマ１

・技術革新
技術革新の進展により，今後10年〜20年後には日本の

労働人口の相当規模が技術的には AI やロボット等により
代替できるようになる可能性が指摘されている一方で，
これまでになかった仕事が新たに生まれることが考えら
れる。今後，いわゆるメンバーシップ型雇用からジョブ
型雇用への移行や労働市場の流動化が一層進展すること
も予想されている。



３．社会の現状や2030年以降の変化等を踏まえ，取り組むべき課題

テーマ１

・子供の貧困
子供の貧困は，相対的貧困率について改善が見られるものの，引

き続き大きな課題である。専門学校等も含めた高等教育機関全体へ
の進学率は約８割となっている中で，家庭の社会経済的背景（家庭
の所得，保護者の学歴など）と子供の学力や４年制大学への進学率
には相関関係が見られることを指摘する研究が存在する。
また，学歴等により生涯賃金にも差が見られる。子供の貧困や格

差問題に対して対策を講じなければ，2030年以降も貧困の連鎖，
格差の拡大・固定化が生じる可能性がある。



３．社会の現状や2030年以降の変化等を踏まえ，取り組むべき課題

テーマ１

※相対的貧困率
収入から税金や社会保険料を引いた可処分所得を高い順に並べ、中
央の額の半分に満たない人が全体に占める割合。



３．社会の現状や2030年以降の変化等を踏まえ，取り組むべき課題

テーマ１

・地域間格差
人口移動の面では，東京一極集中の傾向が加速し，全人口の４分

の１以上が東京圏に集中する中で，民間機関による地方公共団体の
「消滅可能性」に関する分析結果が発表され，多くの地方公共団体
や地方関係者に強い衝撃を与えた。
地域の経済動向をみると，雇用・所得環境の改善が続いている一

方，少子高齢化や人口減少といった構造変化もあり，経済環境の厳
しい地域もみられる。消費や生産といった経済活動の動向は地域間
でばらつきがあり，東京圏とその他の地域との間には，一人当たり
県民所得等に差が生じている。



３．社会の現状や2030年以降の変化等を踏まえ，取り組むべき課題

テーマ１

・地域間格差
また，大学進学率は都市部では高く地方では低い傾向が見られ，

地域差が生じている。例えば，東京都と鹿児島県の高等学校等新規
卒業者の大学進学率では，33ポイントの開きがあるなど，地域に
よって高等教育に関わる状況も異なっている。
東日本大震災や平成28年熊本地震など各地の災害に対して，学

校施設の復旧や就学支援，児童生徒の心のケア，学習支援，復興を
支える人材の育成や地域の再生などが求められている。



３．社会の現状や2030年以降の変化等を踏まえ，取り組むべき課題

テーマ１

教育をめぐる状況変化
小・中学校の児童生徒の学力に関しては，国内外の学力調査結

果が近年改善傾向にあり，学習時間についても増加傾向にあると
の調査結果がある。また，内閣府の調査によれば，９割以上が学
校生活を楽しいと感じ，保護者の８割は総合的に見て学校に満足
している。
一方，学ぶことと自分の人生や社会とのつながりを実感しなが

ら，自らの能力を引き出し，学習したことを活用して，生活や社
会の中で出会う課題の解決に主体的に生かしていくという面に課
題があると考えられる。また，直近の国際学力調査では，読解力
が有意に低下しているとの課題がある。このほか，将来の夢や目
標を持っている児童生徒の割合が横ばいであることや，子供たち
の自己肯定感が諸外国と比べて低いという調査結果がある。



３．社会の現状や2030年以降の変化等を踏まえ，取り組むべき課題

テーマ１

子供を取り巻く状況については，スマートフォンをはじめとし
た様々なインターネット接続機器などの普及に伴い，情報通信技
術（ICT）を利用する時間は増加傾向にある一方，授業においてコ
ンピューターを使っている生徒の割合は OECD 加盟国で最も低い
水準にある。また，情報化が進展し，あらゆる分野の多様な情報
に触れることが容易になる一方で，知覚した情報の意味を吟味し
たり，文章の構造や内容を的確にとらえたりしながら読み解く能
力に課題が生じているとの指摘もある。また，子供が SNS（ソー
シャルネットワーキングサービス）を利用した犯罪に巻き込まれ
たり，意図せず犯罪に加担したりしてしまうなど，子供の安全が
脅かされる事態が生じている。



３．社会の現状や2030年以降の変化等を踏まえ，取り組むべき課題

テーマ１

子供の健康や安全に関しては，朝食を欠食する児童生徒の割合が
増加しているといった食習慣の乱れなど多様化する健康課題のほか，
性や薬物等に関する情報の入手が容易になったり，SNS，犯罪予告，
国民保護等における対応等の新たな安全上の課題も生じたりするな
ど，子供たちを取り巻く環境が大きく変化している。
生徒指導面での課題としては，暴力行為の発生件数，不登校児童生
徒数は依然として相当数に上っており，また，いじめにより重大な
被害が生じた事案も引き続き発生している。



４．OECD の教育政策レビュー

テーマ１

●OECD による教育政策レビュー
OECD による我が国の教育政策レビューによれば，国際的に比較

して，日本の児童生徒及び成人は，OECD 各国の中でもトップクラ
スの成績であり，日本の教育が成功を収めている要素として，子供
たちに対し，（１ 学校給食）や（２ 課外活動）などの広範囲に
わたる（３ 全人的）な教育を提供している点が指摘されている。
あわせて，経済を成長させ，貧困を減らす一つの方法として，21
世紀の社会において必要な能力を養成するために若者や大人に投資
することが重要であることが指摘されている。



５．「第３期教育振興基本計画について（答申）」に
見られる教育をめぐる政策の動向Ⅰ

テーマ１

●「Ⅲ 2030年以降の社会を展望した教育政策の重点事項」
第２期計画の「自立」「協働」「創造」の方向性を継承し，以下

の姿を目指すとしている。
【個人と社会の目指すべき姿】
（個人）自立した人間として，主体的に判断し，多様な人々と協

働しながら新たな価値を創造する人材の育成
（社会）一人一人が活躍し，豊かで安心して暮らせる社会の実現，

社会（地域・国・世界）の持続的な成長・発展



５．「第３期教育振興基本計画について（答申）」に
見られる教育をめぐる政策の動向Ⅰ

テーマ１

【教育政策の重点事項】
○「超スマート社会（Society 5.0）」の実現に向けた技術革新が
進展するなか「人生100年時代」を豊かに生きていくためには，
「人づくり革命」，「生産性革命」の一環として，若年期の教育，
生涯にわたる学習や能力向上が必要

○教育を通じて生涯にわたる一人一人の「可能性」と「チャン
ス」を最大化することを今後の教育政策の中心に据えて取り組む



６．「第３期教育振興基本計画について（答申）」に
見られる教育をめぐる政策の動向Ⅱ

テーマ１

●「Ⅳ．今後の教育政策に関する基本的な方針」−１
第三期教育振興基本計画では，前述の生涯にわたる「可能性」と「チャ

ンス」の最大化に向けた視点と，教育政策を推進するための基盤に着目し，
以下の５つの方針により取組が整理されている。
１．夢と志を持ち，可能性に挑戦するために必要となる力を育成する
２．社会の持続的な発展を牽引するための多様な力を育成する
３．生涯学び，活躍できる環境を整える
４．誰もが社会の担い手となるための学びのセーフティネットを構築する
５．教育政策推進のための基盤を整備する



６．「第３期教育振興基本計画について（答申）」に
見られる教育をめぐる政策の動向Ⅱ

テーマ１

★夢と志を持ち，可能性に挑戦するために必要となる力を育成する
・初等中等教育段階における，2030年以降の社会の在り方を見据えた育
成すべき資質・能力については，「（１ 何を理解しているか、何ができ
るか）」，「（２ 理解していること・できることをどう使うか）」,
「（３ どのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか）」とい
う三つの柱で確実に育成するため，新学習指導要領の周知・徹底及び着実
な実施を進める。その際特に，（４ 主体的・対話的で深い学び）の視点
からの授業改善（「アクティブ・ラーニング」の視点からの授業改善）を
推進することや，（５ カリキュラム・マネジメント）を確立することな
どが重要である。



６．「第３期教育振興基本計画について（答申）」に
見られる教育をめぐる政策の動向Ⅱ

テーマ１

・幼児教育から高等教育までの各学校段階において体系的・系統的な（６
キャリア教育）を推進するとともに，高等学校段階以降においては，地域
や産業界との連携の下，職業において求められる知識や技能，技術
に関する教育の充実を図り，今後の社会的・職業的自立の基盤となる
（７ 基礎的・汎用的能力）や，生涯にわたり必要な学習を通じて新たな
知識や技能，技術を身に付け，自らの職業人生を切り拓いていく原動力を
育成することが重要である。



６．「第３期教育振興基本計画について（答申）」に
見られる教育をめぐる政策の動向Ⅱ

テーマ１

●「Ⅳ．今後の教育政策に関する基本的な方針」−２
★誰もが社会の担い手となるための学びのセーフティネットを構築する
１【家庭の経済状況や地理的条件への対応】

・（１ 幼児期）の教育は，生涯にわたる学びと資質・能力の向上に大
きく寄与するものであり，幼稚園・保育所等の全ての子供が質の高い
教育を受け，共通のスタートラインに立つことができるようにする必
要がある。また，公教育の質を向上させるとともに，家庭の経済状況
等にかかわらず，高等学校にも，専修学校，大学にも進学できる環境
を整えなければならない。



６．「第３期教育振興基本計画について（答申）」に
見られる教育をめぐる政策の動向Ⅱ

テーマ１

・高等教育は，多くの国民が修学し，知識や技能を身に付ける
ためのインフラとなってきており， 高等教育機関への進学率
は， 現在は（２ 約８割）にまで高まっている。意欲と能力
のある若者が，家庭の経済事情にかかわらず，質の高い教育
を受けられるよう，高等教育を真に開かれたものにしていく
ことが重要である。



６．「第３期教育振興基本計画について（答申）」に
見られる教育をめぐる政策の動向Ⅱ

テーマ１

２【多様なニーズに対応した教育機会の提供】
・一人一人が豊かな生活を送り，また，公平公正で活力ある社
会を実現する上で，障害の有無や，日本語指導の必要性，不
登校や高校中退など，多様な観点からのニーズに対応した教
育機会の提供が必要である。また，教育の場において，個人
の性的指向や性自認の多様性に適切に配慮することも求めら
れる。



６．「第３期教育振興基本計画について（答申）」に
見られる教育をめぐる政策の動向Ⅱ

テーマ１

・障害のある子供について，一人一人の障害の状態やニーズに
応じて，その可能性を最大限に伸ばし，自立と社会参加に必
要な力を培う特別支援教育の推進が必要である。併せて，地
域や社会との連携の推進や多様化する個々の希望を踏まえた
進路指導など，適切な指導や支援を切れ目なく提供するとと
もに，学校卒業後における障害者の学びの支援や，障害者の
継続的なスポーツの実施促進，文化芸術活動の振興などに取
り組むことが重要である。



６．「第３期教育振興基本計画について（答申）」に
見られる教育をめぐる政策の動向Ⅱ

テーマ１

・また，グローバル化の進展によってますます増加することが見込まれる，
海外に在留した後に帰国した児童生徒や，外国人児童生徒など，日本語指
導が必要な子供についても，海外における学習・生活体験を活かしつつ国
内の学校生活に適応することができるよう指導を行う必要がある。
・さらに，家庭環境や学校生活に複合的な課題を抱える子供や，子育てを
しながら学業の継続を希望する者など，多様なニーズのある者に対して，
そのニーズを早期に発見し，年齢階層で途切れることなく，関係機関・団
体が連携して継続的に対応することが重要である。



６．「第３期教育振興基本計画について（答申）」に
見られる教育をめぐる政策の動向Ⅱ

テーマ１

・加えて，社会において自立的に生きる基礎となる義務教育に
ついて，様々な事情により十分に受けることができなかった
人々に対し，年齢等に関わりなく，多様な学習活動の実情を踏
まえた教育機会の確保等を進めることや，若者の社会的自立に
向け，不登校や高校中退者等の様々な背景に対応した学習相
談・支援等に取り組むことが求められる。



７．今後５年間の教育政策の目標と施策群テーマ１



「新しい時代の教育に向けた持続可能
な学校指導・運営体制の構築のための
学校における働き方改革に関する総合
的な方策について（答申）」(H31.1)

テーマ２



１．学校における働き方改革
テーマ２

●我が国の学校教育と学校における働き方改革
・我が国の学校教育は，150年に及ぶ教科教育等に関する蓄積
に支えられた高い意欲や能力をもった教師によって支えられて
いる。教科等における内容項目の指導を通して，事実的な知識
を習得させるだけではなく，概念を軸に知識を体系的に理解さ
せ，教科固有の見方・考え方を働かせて考え，表現させたり，
授業や特別活動などを通じ対話し，協働する力をはぐくんだり
しているのは，これらの教師の努力や取組によるものである。



１．学校における働き方改革
テーマ２

・しかし，国際的にも評価されている「（１ 日本型学校教育）」
を展開する中で，我が国の学校教育の高い成果が，教員勤務実態調
査に示されている教師の長時間にわたる献身的な取組の結果による
ものであるならば，持続可能であるとは言えない。「ブラック学
校」といった印象的な言葉が独り歩きする中で，意欲と能力のある
人材が教師を志さなくなり，我が国の学校教育の水準が低下するこ
とは子供たちにとっても我が国や社会にとってもあってはならない。
持続可能な学校教育の中で教育成果を維持し，向上させるためには，
第一に，教師が我が国の学校教育の蓄積を受け継ぎ，授業を改善す
るための時間を確保できるようにするための学校における働き方改
革が急務である。



１．学校における働き方改革テーマ２

・第二に必要なのは，子供を取り巻く変化への対応のために「チームと
しての学校」の機能強化を図ることである。社会のグローバル化や都市
化・過疎化，家族形態の変容，価値観やライフスタイルの多様化，地域
社会等のつながりの希薄化や地域住民の支え合いによるセーフティネッ
ト機能の低下などが生じている。また，情報技術の発展により，各種の
情報機器が子供たちの間でも広く使われるようになり，人間関係の在り
様が変化してきている。さらに，我が国の子供の貧困の状況が先進国の
中でも厳しいということも明らかになり，学校は，「子供の貧困対策の
プラットフォーム」として位置付けられ，対応が求められている。この
ような中，スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーといっ
たスタッフを含めた「チームとしての学校」の機能強化を図ることが求
められており，このことは学校における働き方改革にとっても重要と
なっている。



１．学校における働き方改革テーマ２

●日本型学校教育に対する評価
我が国の学校及び教師は，新しい学習指導要領の実施を迎える中で授

業力の向上が求められていることに加え，諸外国と比較して，授業以外
にも広範な役割を担っている。（国立教育政策研究所（2017）「学校組
織全体の総合力を高める教職員配置とマネジメントに関する調査研究報
告書」）
我が国の教師は，学習指導のみならず，生徒指導等の面でも主要な役

割を担い，様々な場面を通じて，児童生徒の状況を総合的に把握して指
導を行っている。このような児童生徒の「（２ 全人格的）」な完成を
目指す教育を実施する「日本型学校教育」の取組は，国際的に見ても高
く評価されている。



２．学校における働き方改革の目的

テーマ２

●これまでの教育の成果を維持・向上
・学校における働き方改革は，教師が疲労や心理的負担を過度に蓄積して
心身の健康を損なうことがないようにすることを通じて，自らの教職とし
ての専門性を高め，より分かりやすい授業を展開するなど教育活動を充実
することにより，より短い勤務でこれまで我が国の義務教育があげてきた
高い成果を維持・向上することを目的とするものである。



３．学校における働き方改革と子供，家庭，地域社会

テーマ２

学校における働き方改革を進めるに当たっては，「社会に開かれた教育
課程」の理念も踏まえ，家庭や地域の人々とともに子供を育てていくとい
う視点に立ち，地域と学校の連携・協働の下，幅広い地域住民等（多様な
専門人材，高齢者，若者，PTA・青少年団体，企業・NPO 等）とともに，
地域全体で子供たちの成長を支え，地域を創生する活動（地域学校協働活
動）を進めながら，学校内外を通じた子供の生活の充実や活性化を図るこ
とが大切である。



３．学校における働き方改革と子供，家庭，地域社会

テーマ２

特に，教師と保護者で構成されている PTA に期待される役割は大きく，
その活動の充実が求められる。また，今後一層，子供たちに求められる資
質・能力とは何かを家庭や地域の人々と共有し，家庭生活や社会環境の変
化によって家庭の教育機能の低下も指摘される中で，家庭の役割や責任を
明確にしつつ具体的な連携を強化し，学校における働き方改革により増加
することが見込まれる子供たちの学校外における時間を生かし充実したも
のとすることが重要である。



４．勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識
した働き方の促進

テーマ２

●勤務時間管理の徹底と勤務時間の上限に関するガイドライン
○ 勤務時間の管理については，厚生労働省において「労働時間の適正な
把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」（平成29年
１月20日）が示され，使用者は，労働者の労働日ごとの始業・終業時刻
を確認し，適正に記録することとされている。
このガイドラインの適用範囲は「労働基準法のうち労働時間に係る規

定が適用される全ての事業場」であることから，国公私立を問わず，全
ての学校において適用されるものである。



４．勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識
した働き方の促進

テーマ２

○このように，勤務時間管理は，労働法制上，校長や服務監督権者であ
る教育委員会等に求められている責務であり，今般の労働安全衛生法
の改正によりその責務が改めて明確化されたところである。

○このため，今回の学校における働き方改革を進めるに当たり，学校現
場においてはまずもって勤務時間管理の徹底を図ることが必要である。
勤務時間管理に当たっては，極力，管理職や教師に事務負担がかから
ないようにすべきであり，服務監督権者である教育委員会等は，自己
申告方式ではなく，ICTの活用やタイムカードなどにより勤務時間を
客観的に把握し，集計するシステムを直ちに構築することが必要である。



４．勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識
した働き方の促進

テーマ２

●上限ガイドラインの策定
○勤務時間管理に関し，平成31年１月25日に上限ガイドラインが策定
された。これは当審議会の中間まとめの提言を受けたものであるが，上
限ガイドラインにおいては，「超勤４項目」以外の時間外勤務も含めて
「在校等時間」として外形的に把握し，民間や他の公務員に準じた時間
外勤務の上限の目安時間を超えないようにすること等とされている。



４．勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識
した働き方の促進

テーマ２

上限ガイドラインにも記載されているように，これを策定したことが上限
の目安時間まで教師等が在校等した上で勤務することを推奨する趣旨に受
けとられては絶対にならず，在校等時間を更に短くすることを目指して取
り組むべきである。このため，上限ガイドラインを踏まえ，文部科学省や
教育委員会等が具体的な長時間勤務の削減方策を確実に講じ，各学校や一
人一人の教師がその方策の下，自らの職務の在り方を改革することが必要
である。



４．勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識
した働き方の促進

テーマ２

（１）本ガイドラインにおいて対象となる「勤務時間」の考え方
（中略）今回のガイドラインにおいては，在校時間等，外形的に把握する
ことができる時間を対象とする。
具体的には，教師等が校内に在校している在校時間を対象とすることを

基本とする。なお，所定の勤務時間外に校内において自らの判断に基づい
て自らの力量を高めるために行う自己研鑽の時間その他業務外の時間につ
いては，自己申告に基づき除くものとする。



４．勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識
した働き方の促進

テーマ２

これに加えて，校外での勤務についても，職務として行う研修への参加
や児童生徒等の引率等の職務に従事している時間については，時間外勤務
命令に基づくもの以外も含めて外形的に把握し，対象として合算する。ま
た，各地方公共団体で定める方法によるテレワーク等によるものについて
も合算する。
ただし，これらの時間からは，休憩時間を除くものとする。



４．勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識
した働き方の促進

テーマ２

上限の目安時間
①１か月の在校等時間の総時間から条例等で定められた勤務時間の総時間
を減じた時間が，45時間を超えないようにすること。
➡１か月の残業は45時間以内
②１年間の在校等時間の総時間から条例等で定められた勤務時間の総時間
を減じた時間が，360時間を超えないようにすること。
➡年間の残業時間は360時間以内
➡教師の残業の存在を追認し，上限を定めた。



４．勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識
した働き方の促進

テーマ２

（３）特例的な扱い
① 上記（２）を原則としつつ，児童生徒等に係る臨時的な特別の事情によ
り勤務せざるを得ない場合についても，１年間の在校等時間の総時間から
条例等で定められた勤務時間の総時間を減じた時間が，７２０時間を超え
ないようにすること。この場合においては，１か月の在校等時間の総時間
から条例等で定められた勤務時間の総時間を減じた時間が４５時間を超え
る月は，１年間に６月までとすること。



４．勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識
した働き方の促進

テーマ２

② また，１か月の在校等時間の総時間から条例等で定められた勤務時間の
総時間を減じた時間が１００時間未満であるとともに，連続する複数月
（２か月，３か月，４か月，５か月，６か月）のそれぞれの期間について，
各月の在校等時間の総時間から条例等で定められた各月の勤務時間の総時
間を減じた時間の１か月当たりの平均が，８０時間を超えないようにする
こと。



４．勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意識
した働き方の促進

テーマ２

「超勤４項目」
「公立の義務教育諸学校等の教育職員を正規の勤務時間を超えて勤務さ

せる場合等の基準を定める政令」に定められている業務のこと。具体的に
は，校外実習，修学旅行，職員会議，非常災害の４つである。原則として
残業は認められていないが，臨時または緊急のやむをえない場合に限って，
４項目は残業が認められてきた。



５．学校及び教師が担う業務の明確化・適正化

テーマ２

●学校が担うべき業務
学校が担うべき業務を大きく分類すると，以下のように考えられる。

ⅰ）学習指導要領等を基準として編成された教育課程に基づく学習指導
ⅱ）児童生徒の人格の形成を助けるために必要不可欠な生徒指導・進路指導
ⅲ）保護者・地域等と連携を進めながら，これら教育課程の実施や生徒指導
の実施に必要な学級経営や学校運営業務



５．学校及び教師が担う業務の明確化・適正化

テーマ２

教師は，こうした業務に加え，その関連業務についても，範囲が曖昧な
まま行っている実態がある。一方，教師以外が担った方が児童生徒に対し
てより効果的な教育活動を展開できる業務や，教師が業務の主たる担い手
であっても，その一部を教師以外が担うことが可能な業務は少なからず存
在している。
我が国の学校・教師が担う業務の範囲は，諸外国と比べて多岐にわたり，

これらの中には，法令で明確に位置付けられた業務もあれば，半ば慣習的
に行われてきた業務もある。



５．学校及び教師が担う業務の明確化・適正化

テーマ２

授業以外に全国の学校で共通して行われている業務の多くは表の①〜⑭
のいずれかに分類されるが，このほかにも各学校や地域の置かれた状況，
各学校の教育目標・教育課程に応じて，様々な業務が発生することが考え
られる。これらの業務については，服務監督権者である教育委員会や設置
者において，①〜⑭の各業務についての整理を踏まえた上で，教師が専門
性を発揮できるか，児童生徒の生命・安全に関わるかといった観点から，
中心となる担い手を学校・教師以外に積極的に移していくとともに，そも
そもの必要性が低下し，慣習的に行われている業務は，業務の優先順位を
つける中で思い切って廃止していくことが求められる。



５．学校及び教師が担う業務の明確化・適正化

テーマ２

〇これまで学校・教師が担ってきた業務のうち，役割分担等について
特に議論すべき代表的な業務について，法令上の位置付けや従事し
ている割合，負担感，地方公共団体での実践事例等を踏まえつつ，

・これは，本来は誰が担うべき業務であるか
・それぞれの業務について，負担軽減のためにどのように適正化を図
るべきか
の２点から，必要な環境整備を行いつつ，中心となって担うべき主
体を学校・教師以外に積極的に移行していくという視点に立って，
個別具体的に検討を進めた。



５．学校及び教師が担う業務の明確化・適正化

テーマ２



５．学校及び教師が担う業務の明確化・適正化

テーマ２

今後、国、教育委員会、各学校が取り組むべきことは以下の通りである。
国 教育委員会等 各学校

・学校や教師の担うべき業務範囲の
明確化、学校管理規則モデル等の
提示

・地域や保護者の理解のための資料
提供

・業務改善の取組の優良事例の提供
・調査・統計、依頼事項の精選
・民間団体等からの出展依頼や家庭
向け配布物について、学校の負担
軽減に向けた協力の呼びかけ

・現場に様々な業務が付加されてき
た反省を踏まえ、勤務時間や人的
配置、業務改善等を踏まえ、業務
量を俯瞰、一元的に管理する部署
を設置 等

・所管する学校に対する業務改善方
針・計画の策定

・事務職員の資質・能力・意欲向上、
学校事務の共同実施の促進

・独自に実施する調査・統計、依頼
事項の精選

・学校の業務改善の取り組みに対す
る支援

・ICT等業務効率化に必要な環境整備
等

・学校の重点目標、経営方針の明確化
・関係機関や地域住民との連携の推進
等



６．教師の勤務の在り方を踏まえた勤務時間制度の改革

テーマ２

●毎日の業務の在り方を見直す
教師の勤務の実態に関し，学校には夏休み等児童生徒の長期休業期間が

ある一方で，教師の業務は成績処理や指導要録を記入する学期末・学年末
の時期や，学校行事や部活動の大会が実施される時期については，それ以
外の時期と比較して長時間の勤務となる場合が多い。そのため，教師の長
時間勤務を見直すに当たっては，毎日の業務の在り方を徹底的に見直しそ
の縮減を図ることを前提に，こうした勤務態様をとらえ，年間を通じた業
務の在り方にも着目して検討を行うことが有効と考えられる。



６．教師の勤務の在り方を踏まえた勤務時間制度の改革

テーマ２

●一年単位の変形労働時間制の導入について
児童生徒の教育活動をつかさどる教師の勤務態様としては，児童生徒が

学校に登校して授業をはじめとする教育活動を行う期間と，児童生徒が登
校しない長期休業期間とでは，その繁閑の差が実際に存在している。この
ことから，地方公務員のうち教師については，地方公共団体の条例やそれ
に基づく規則等に基づき，一年単位の変形労働時間制を適用することがで
きるよう法制度上措置すべきである。

→例えば，忙しい学期末は勤務する時間を延長する代わりに，長期休業期間中は勤務時間を短くしたり，休み
を取ったり，様々な働き方が想定される。
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